
一般会計
歳 出

一般会計
歳 入

市民の皆さんが市に納める税金

自動車重量税などをもとに国や県から交
付されるお金

一定の住民サービスを維持するために国
から交付されるお金

特定の事業の利益を受ける人や施設の利
用者が負担するお金

市の事業に対し、国や県から交付される
お金
基金（積立金）の取り崩しによるお金
国や金融機関からの借入金
ふるさと応援寄附金、基金運用益などに
よる収入

▶市税
▶地方譲与税など

▶地方交付税

▶分担金・負担金及び使用料など

▶国・県支出金

▶繰入金
▶市債
▶その他

庁舎管理や防災、徴税など、自治体の全
般的な管理に関する費用
高齢者、障がい者、子育てなど福祉に関
する費用
ごみ処理や保健医療などに関する費用

農林水産業の振興や農業委員会な
どに関する費用

商工業や観光業の振興、イベント実施な
どに関する費用
道路、河川、公営住宅の整備・管理など
に関する費用
消防や救急業務、災害対策などに関する
費用
幼稚園、学校、図書館、生涯学習、文
化・スポーツ振興などに関する費用
借入金の返済に関する費用
災害復旧に関する費用

市議会の運営や基金の積み立てなどに関
する費用

▶総務費

▶民生費

▶衛生費
▶農林水産業費

▶商工費

▶土木費

▶消防費

▶教育費

▶公債費
▶災害復旧費
▶その他

令和8年度の予算を
お知らせします

歳入の説明 歳出の説明
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※予算に関する数値は単位未満を四捨五入しているため、合計などに差が出る場合があります。

歳入予算額

257億9,482万円
歳出予算額

257億9,482万円

市税（12.4％）
32億1,068万円

地方譲与税など（5.1％）
13億1,124万円

総務費（14.8％）
38億336万円

民生費（26.8％）
69億868万円

衛生費（6.4％）
16億5,986万円

農林水産業費（5.2％）
13億5,181万円

商工費（2.1％）
5億3,726万円

土木費（8.6％）
22億2,343万円

消防費（3.7％）
9億6,475万円

教育費（9.3％）
23億8,817万円

公債費（12.9％）
33億3,398万円

災害復旧費（3.4％）
8億7,238万円

その他（6.8％）
17億5,114万円

地方交付税（33.4％）
86億2,100万円

分担金・負担金及び
使用料など（1.6％）
4億2,359万円

国・県支出金（18.7％）
48億1,667万円

繰入金（13.0％）
33億5,386万円

市債（6.9％）
17億6,600万円

その他（8.9％）
22億9,178万円
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令和８年度会計別予算額
会　　計　　名 令和８年度予算額 令和７年度予算額 増減額 増減率

一 般 会 計 257億9,482万円 276億3,003万円 △ 18億3,521万円 △ 6.6％

特 別 会 計 87億1,278万円 85億3,632万円 1億7,646万円 2.1％

国 東 自 動 車 学 校 8,040万円 7,505万円 535万円 7.1％

国 民 健 康 保 険 事 業 37億6,100万円 37億6,700万円 △ 600万円 △ 0.2％

介護保険事業（保険事業勘定） 40億6,201万円 39億7,852万円 8,349万円 2.1％

介護保険事業（サービス事業勘定） 6,667万円 6,995万円 △ 328万円 △ 4.7％

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 7億4,270万円 6億4,580万円 9,690万円 15.0％

企 業 会 計 85億2,978万円 72億8,113万円 12億4,865万円 17.1％

水 道 事 業 7億5,771万円 7億3,699万円 2,072万円 2.8％

下 水 道 事 業 15億5,181万円 15億7,031万円 △ 1,850万円 △ 1.2％

工 業 用 水 道 事 業 3,279万円 3,100万円 179万円 5.8％

市 民 病 院 事 業 61億8,747万円 49億4,283万円 12億4,464万円 25.2％

合　　　　　計 430億3,738万円 434億4,748万円 △ 4億1,010万円 △ 0.9％
（注）企業会計の予算額は、「収益的支出」と「資本的支出」の合計を計上しています。

基金残高の状況
会　計　名 令和８年度

当初予算
令和７年度末

見込額
比較（R8-R7）

増減率
一般会計 138億8,475万円 156億6,535万円 △ 11.4％

特別会計 4億2,966万円 5億9,852万円 △ 28.2％

企業会計 2億7,131万円 2億7,000万円 0.5％

合　　計 145億8,572万円 165億3,387万円 △ 11.8％
※市民１人当た
りに換算した額 59万円 66万円 △ 10.6％

（注）�令和７年度末以降の基金残高は、決算までの動向により増減します。
（注）�市民１人当たりを算出するための国東市人口は、令和６年度末の住

民基本台帳人口「24,863 人」で計算しています。

市債（借入金）残高の状況
会　計　名 令和８年度

当初予算
令和７年度末

見込額
比較（R8-R7）

増減率
一般会計 210億2,116万円 211億5,276万円 △ 0.6％

企業会計 56億3,937万円 50億3,301万円 12.0％

合　　計 266億6,053万円 261億8,577万円 1.8％
※市民１人当た
りに換算した額 107万円 105万円 1.9％

（注）�一般会計の市債残高のうち、７割程度は国が地方交付税の中で負担
してくれるので、残りが市の実質的な負担となります。

（注）�市民１人当たりを算出するための国東市人口は、令和６年度末の住
民基本台帳人口「24,863 人」で計算しています。
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